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研究成果の概要（和文）：「税率引き上げの際に、引き上げる税率の幅を小刻みにしていく方が一気に引き上げ
る場合よりも消費を減らす効果が小さい」という仮説を検証するための経済実験を実施した。実験は関西大学経
済実験センターで実施され177名の学部生が参加した。実験の結果、２回の値上げの場合よりも、同額を１回の
値上げにした方が、その後の消費の減少幅が小さいということは支持された。この成果を「小刻みな税率引き上
げが消費に与える影響：くじ消費実験による分析」というタイトルで論文にまとめ、日本経済学会2019年度春季
大会で報告した。

研究成果の概要（英文）：We conducted economic experiments to test hypothesis that multiple tax 
increases less reduce consumption than one time tax increase. The experiments were conducted at 
Kansai University Center for Experimental Economics and 177 undergraduates participated in the 
experiments. We reported the results at Japanese Economic Association. 

研究分野： 実験経済学、行動経済学

キーワード： 参照価格　消費増税　経済実験

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の結果は、消費行動が参照価格に依存することを示しており、この知見は消費に対して悪影響の少ない税
率引き上げのスケジュールや税の表示方法を設定するための手がかりとなる研究である。税制の変更は日本社会
に正負の両面で大きな影響を及ぼす。本研究で得られた知見は、税制変更の際の負の影響を出来るだけ抑制する
点で有益な政策提言につながり、学術的のみならず社会的にも意義がある。また、本研究では実験室内で繰り返
し消費活動を行う状況を再現する経済実験を実施したが、この手法によって、様々な要因、例えば貨幣錯覚など
が消費活動に与える影響を経済実験によって分析できるようになると考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 2014 年 4 月に消費税率が 8%に引き上げられた。しかしその後予定されていた 10％への引
き上げは二度に渡って延期された。これは、増税による消費の減少がようやく改善してきた国内
経済の成長に水を差すことを懸念したためと言われる。それを軽減するために浜田宏一氏らは
毎年 1％ずつ税率を引き上げるスケジュールを提唱した。 
 この議論は、税率の移行期間における消費支出の低下を軽減することを念頭になされている。 
しかしながら、このように段階的に税率を引き上げることは消費支出により長期的な影響を与
える可能性がある。すなわち段階的に消費税率を引き上げた場合と一度に消費税率を引き上げ
た場合では、最終的な税率は同じでも消費支出が異なる可能性がある。一般的に考えられる増税
スケジュールの違いの影響としては、例えば移行期間分の所得変動に起因する恒常所得の変化
が考えられる。しかしながら、これ以外にも経路依存的な影響が考えられるが、標準的な経済学
ではそのような要因は重視されてこなかった。 
 本研究では、行動経済学の知見を利用してこの問題を考える。標準的な経済学では説明が難し
い場合の解決策の一つとして、行動経済学に基づく分析が盛んに行われ、いくつかの分野ではこ
れまで説明できなかった現象や行動を説明できるようになってきた。本研究課題に関しても、参
照点依存型効用（Just(2013), ２章）や good deal 理論（Wenner(2015)）といった行動経済学の
理論が消費者の購買行動の説明に適用できると考えられる。 
 一方で、実証分析やそれに基づくシミュレーション分析により消費税の軽減税率導入や税率
変更の影響を分析した先行研究は存在する（村澤・湯田・岩本(2005)）。しかしながら、これら
の実証分析は当然ながら標準的な経済学による理論に立脚しており、上記のように税率変更の
スケジュールの違いを分析することは難しい。 
 行動経済学における理論を検証する手法の一つに、経済実験がある。経済実験では試したい条 
件だけを変え、それ以外の要素をある程度は統制できるため、様々な政策変更を試すことができ 
る。つまり、実際の政策変更（イベント）をもとにするミクロ実証分析と比較して様々な政策変 
更を試すことができるという点で、経済実験には大きなメリットがある。しかしながら、これま 
で日本においては、納税者の行動を実験経済学の手法で分析した研究はほとんど行われていな
い。一方、国外においては、納税者の行動を分析した実験室実験やフィールド実験が行われてい
る（Erich Kirchler(2009)）。ただし、消費課税に関する納税者の行動を分析した研究は我々の知
る限りでは存在しない。 
 
２．研究の目的 
 本研究では、行動経済学の理論を利用して増税スケジュールの違いが消費量に影響を与える
ような理論モデルを構築する。さらに消費税の税率を引き上げる際に、どのような方法を採るこ
とで消費に与えるマイナスの影響を少なくできるかを、参加者に財購入の意思決定を行わせる
実験室実験により明らかにする。具体的には、以下の仮説を検証する。 
 
（仮説）税率引き上げの際に、引き上げる税率の幅を小刻みにしていく方が一気に引き上げ 
る場合よりも消費を減らす効果が小さい。 
 
 この仮説を提示する理由は以下のとおりである。引き上げ幅が違うと参照価格となる過去の
価格が異なるため、参照点依存型効用や good deal 理論では増税後の価格が同じでも消費量が
異なる可能性があるためである。 
 
３．研究の方法 
 本研究では、仮説を検証するために、実験室内で被験者に財を繰り返し購入させる経済実験を
実施する。そして、ラウンドが進むにしたがって価格を上げていく。その上げ方を変えた条件で
実験をすることによって、最終的な価格が同じであっても上げ方の履歴の違いによって最終的
な購入量が変わってくるかどうかを検証する。例えば、「くじ」などの購入を 6 回繰り返して行
う状況で、一つの条件では価格が最初の 3 回は 100 円で後半の 3 回は 200 円とし、また別の条
件では最初の 2 回の価格が 100 円、3 回目と 4 回目が 150 円、最後の 2 回が 200 円とするよう
な実験を実施する。 
 
４．研究成果 
 仮説を検証するために次のような経済実験を計画して実施した。実験は、２つのトリートメン
トからなる。それは、１回値上げトリートメント（One-step）と２回値上げトリートメント（Two-
step）である。 
 実験は、9ラウンドの繰り返しとなっている。各ラウンドでの流れは以下の通りである。ラウ
ンドの最初に実験者から各自に 900 ポイントが与えられる。そして、このポイントを使ってくじ
を購入する。くじは、50%の確率で 240 ポイントが当たり、50%の確率ではずれとなる。くじ 1枚



の価格は表の通りである。参加者は、0枚～6枚の中から購入数を選択する。ただし、前のラウ
ンドで獲得したポイントは、そのラウンドでのくじの購入には使えない。以上が１ラウンドでの
参加者の意思決定で、価格を除いて同じことを９回繰り返すことになる。なお、参加者は説明の
時点で、９ラウンドまでのすべての価格を知らされている。当選確率と当たった場合のポイント
数も知らされている。 
 各ラウンドでの獲得ポイントは、最初の 900 ポイントからくじの購入に使用したポイントの
残りと当たったくじのポイントの合計（900－くじの価格×購入したくじの枚数＋240×当たっ
たくじの枚数）となる。 
 実験後、参加者は獲得ポイントに 0.3 を掛けた値の金額を謝金として受け取った。 
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One-step 130 130 130 140 140 140 150 150 150 

Two-step 130 130 130 150 150 150 150 150 150 

 
 結果は以下の通りである。1ラウンドから 9ラウンドまでの２つのトリートメントのくじの平
均購入数を表したのが、図１である。1～3 ラウンドについて、どのラウンドも t 検定による有
意差はなかった。 
 

 
 
そこで、4～6 ラウンドについて t 検定を行ったが、各ラウンドともくじの平均購入数に有意差
はなかった。最後に、7～9 ラウンドについて t 検定を行ったところ、すべてのラウンドについ
て、1％水準で有意差があった。つまり、２回の値上げの場合よりも、同額を１回の値上げにし
た方が、その後の消費量は多いということは支持された。 
 
引用文献 
David R. Just (2013) Introduction to Behavioral Economics, Wiley. 
Erich Kirchler (2009) The Economic Psychology of Tax Behaviour, Cambridge University 
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村澤知宏・湯田道生・岩本康志 (2005) 「消費税の軽減税率適用による効率と公平のトレード 
オフ」、『経済分析』176 号, 19-41. 
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